
（参考） 

【本文】 

委員からの意見 反映内容 

○ ⼟地改良事業は、将来にわたって適正な価格で⾷料が
供給されるのかという消費者の不安を解消する⼀つの
⼿段であり、国⺠全体の要請に応えるものであると考え
る。例えば、「第１ ⼟地改良事業の⽬的」に、消費者の
視点として、都市住⺠にとっての⼟地改良事業の効果を
記載してはどうか。 

○ 第1 の⼟地改良事業の効果として、⾷料の安定供給に
資する観点から「⽣産の⾃由度を⾼める」旨を記載して
はどうか。 

P４L３〜 

第１ ⼟地改良事業の⽬的 

（消費者との関わり） 

農業者の急速な減少及び⾼齢化が⾒込まれる中、⾷料の安定供給に対する不安が消費者にも広がっている。こうした
中、⽣産性を向上させるとともに⽣産の⾃由度を⾼める⼟地改良事業は、農業の持続的な発展を実現することを通じて、
将来にわたって⾷料の安定供給を確保するという消費者の期待に応え得るものである。加えて、農業⽣産活動が継続的
に⾏われるようにすることで、農業・農村の有する多⾯的機能が発揮され、その恩恵は、都市住⺠を含めて国⺠全体に
及んでいる。このように、⼟地改良事業は、農業者のみならず、消費者を含めた国⺠全体の⾷と暮らしを⽀えるもので
ある。 

P５L21〜 

第２ 農業・農村をめぐる課題と⼟地改良事業の新たな視点 

１ 農業・農村をめぐる情勢及び課題 

（１）⾷料安全保障を取り巻く環境の変化 

（略） 

⼀⽅、国内においては、肥料費が令和２年（2020 年）に⽐べ４割増加するなど、⽶の⽣産コストは上昇が続いてき
た。こうしたコストの上昇に加え、流通状況を踏まえた集荷の動きなどにより、令和６年（2024 年）産⽶の相対取引価
格は前年産に⽐べ上昇している。このような中、将来にわたって、⽣産者が意欲をもって持続的・安定的に⽣産し、か
つそれを消費者が⼿に取りやすい価格で供給できる、⽣産者・消費者双⽅にとってメリットのある⽶の安定供給や、そ
のために必要な⽔⽥の維持が求められている。 

参考資料１ 
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                             （参考） 

 

○ 市町村では農業農村⼯学分野の⼈材確保が課題であ
る。農業農村⼯学技術者の減少⾃体を課題として捉える
べきではないか。 

 

○ 知識や技術は現場で経験を積みながら⾝につけるも
のであるため、技術者の「数」だけでなく「質（経験も
含む）」においても⼈材育成の仕組みが必要ではないか。 

 

P９L７〜 

第２ 農業・農村をめぐる課題と⼟地改良事業の新たな視点 

１ 農業・農村をめぐる情勢及び課題 

（７）建設業等を取り巻く情勢の変化 

 （略） 

また、建設業のみならず、国、都道府県、市町村、⼟地改良区等の農業農村⼯学技術者は減少傾向であり、⼈材の育
成・確保や技術の継承が喫緊の課題である。 

 

P40L21〜 

第６ 計画の円滑かつ効果的な実施に当たって必要な事項 

３ 技術開発の促進と普及、⼈材の育成 

 （略） 

 加えて、国、都道府県、市町村、教育機関、研究機関、⺠間企業、⼟地改良事業団体連合会等が連携し、農業農村⼯
学技術者の育成を推進する。その際、維持管理の効率化・⾼度化等に向けた最新技術を現場で活⽤できる⼈材や、現場
での経験の蓄積を通じ、地域の特性に応じた様々な施策を講ずることができる⼈材を育成する。また、幅広い分野・世
代から⼈材を確保する取組を推進する。 

これらの技術開発や⼈材の育成・確保に係る取組を計画的かつ効果的に推進するため、新たな技術開発計画を令和８
年度中に策定する。 
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                             （参考） 

 

○ ⼟地改良⻑期計画を⾏動に移し、⽬標を達成するため
に、地域ごとの実情に寄り添った柔軟な対応が必要では
ないか。 

 

P10L23〜 

第２ 農業・農村をめぐる課題と⼟地改良事業の新たな視点 

２ ⼟地改良事業の新たな視点 

（円滑かつ効果的な事業実施に必要な視点） 

農業・農村の多様化に対応するため、引き続き、地域ごとの地形・⼟壌・気象条件、地域特有のニーズ等を踏まえた、
柔軟かつきめ細かな基盤整備を実施する。 
 

P16L19〜 

第４ 政策課題を達成するための⽬標と具体の施策 

１ 政策課題と政策⽬標の枠組み 

（２）成果の着実な達成に向けた⼟地改良事業の重点的・効果的な実施 

また、事業の実施に当たっては、ハード・ソフトの対策を適切に組み合わせ、地域の特性に応じて、施策を効果的に
講ずることが重要である。 

 

 

○ KPI を達成することが課題解決にどう貢献するのか、
⾒える化が必要ではないか。 

 

P16L14〜 

第４ 政策課題を達成するための⽬標と具体の施策 

１ 政策課題と政策⽬標の枠組み 

（２）成果の着実な達成に向けた⼟地改良事業の重点的・効果的な実施 

施策の企画・⽴案に当たっては、達成すべき政策⽬標を明らかにした上で、教育機関、研究機関及び⺠間企業とも連
携しつつ、根拠に基づく施策⽴案（EBPM：Evidence-Based Policy Making）を推進するとともに、その時々の国内外
の需要等、情勢の変化に臨機応変に対応することが重要である。 
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                             （参考） 

 

○ 輸出⽤⽶の⽣産についても記載が必要ではないか。 

 

P18L19〜 

第４ 政策課題を達成するための⽬標と具体の施策 

２ ⽬指す成果と達成に向けて講ずべき施策  

（１）政策課題１：⽣産性向上等に向けた⽣産基盤の強化 

政策⽬標１ 農地の集積・集約化及びスマート農業の推進に向けた基盤整備による⽣産コストの低減 
加えて、今後成⻑する海外の⾷市場を取り込み、国産農産物の輸出促進を通じて海外から稼ぐ⼒を強化する観点から、

良好な農業⽣産基盤を整備する必要がある。特に、近年、輸出量が増加傾向にある⽶については、輸出向け産地の育成
に向け、⽣産コストの⼀層の低減に取り組む必要がある。 

 

P20L1〜 

ア 政策⽬標の達成に向けて講ずべき施策  

施策１ 担い⼿への農地の集積・集約化及びスマート農業技術の導⼊による⽣産コストの低減を図るための農地の⼤区
画化、管理作業の省⼒化に資する基盤整備等の推進 

（⽣産コストの低減に向けた農地の⼤区画化等） 

・輸出の促進 

輸出向け産地の育成に向け、フラッグシップ輸出産地との連携の強化等を図りつつ、担い⼿の⽣産コスト低減のため
の農地の⼤区画化等の基盤整備を促進する。 
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                             （参考） 

 

○ 基盤整備の調査段階でスマート農業の効果を理解し
てもらうような取組を記載していただきたい。 

 

P19L22〜 

第４ 政策課題を達成するための⽬標と具体の施策 

２ ⽬指す成果と達成に向けて講ずべき施策  

（１）政策課題１：⽣産性向上等に向けた⽣産基盤の強化 

ア 政策⽬標の達成に向けて講ずべき施策  

施策１ 担い⼿への農地の集積・集約化及びスマート農業技術の導⼊による⽣産コストの低減を図るための農地の⼤区
画化、管理作業の省⼒化に資する基盤整備等の推進 

（⽣産コストの低減に向けた農地の⼤区画化等） 

・ スマート農業技術の導⼊促進、管理作業の省⼒化 

（略） 
これらの基盤整備の実施に当たっては、スマート農業技術の導⼊効果等の周知を図りつつ、「農業の⽣産性の向上の

ためのスマート農業技術の活⽤の促進に関する法律」（令和６年法律第63 号）に基づく⽣産⽅式⾰新事業活動、専⾨作
業の受注等を⾏う農業⽀援サービス事業等の関連施策との連携を図る。 

 
 

○ 流域治⽔の取組を進めるためには、農業⽤施設が必要
だと広く情報発信していくことが必要ではないか。 

 

P28L14〜 

第４ 政策課題を達成するための⽬標と具体の施策 

２ ⽬指す成果と達成に向けて講ずべき施策  

（３）政策課題３：増⼤する災害リスクに対応するための農業・農村の強靱化 

ア 政策⽬標の達成に向けて講ずべき施策  

施策６ 気候変動等を踏まえた農業⽔利施設の整備、農地・農業⽔利施設を活⽤した流域治⽔の取組、渇⽔・⾼温対策、
農業⽔利施設の地震対策、農村インフラの強靱化等の推進 

（流域治⽔の取組） 

 （略） 

その際、これら流域治⽔の取組について、農地・農業⽔利施設が有する機能や農業者・施設管理者が果たす役割を地
域住⺠等に発信する。 
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（参考） 

○ 政策⽬標５について、注⽬すべきは「⼥性」、「若者」
という属性ではなく、⼟地改良に関わってこなかった⽅々
をどう巻き込むかという観点ではないか。 

P31L１〜 

第4 政策課題を達成するための⽬標と具体の施策 

2 ⽬指す成果と達成に向けて講ずべき施策 

（４）政策課題４：農村の価値や魅⼒の創出 

政策⽬標５ 農村における所得の向上と雇⽤機会の創出、農村に⼈が住み続けられる⽣活環境の確保、多様な⼈材が関
わる機会の創出 

（略） 
このため、農村⼈⼝の減少下においても、農業⽣産基盤及び農村⽣活環境の整備・保全を通じて、所得の向上と雇⽤

の創出を図る取組を推進するとともに、農村に⼈が住み続けられる⽣活環境を確保する必要がある。また、これらの取
組を通じて、農村の価値や魅⼒を創出し、農村外部の多様な⼈材に農業・農村に関わってもらう「農村関係⼈⼝の拡⼤」
に取り組み、農村の振興を図ることが重要である。 

ア 政策⽬標の達成に向けて講ずべき施策 
施策８ 多様な⼈材の参画等を通じた農地・農業⽔利施設等の保全管理の体制強化、環境負荷低減の取組等の推進 
（農村関係⼈⼝の創出・拡⼤） 

多様な⼈材が農村に関わる機会の創出に向け、「地⽅みらい共創戦略」（令和７年５⽉地⽅みらい共創研究会策定）
に基づき、関係府省、都道府県、市町村、⺠間企業、教育機関等の参画するプラットフォーム（「農⼭漁村」経済・⽣
活環境創⽣プロジェクト）の下、地域と企業のマッチング、連携等の「新結合」を促す取組を推進する。その取組を通
じて、農村関係⼈⼝を創出・拡⼤し、所得の向上と雇⽤の創出、⽣活の利便性確保等を図り、地⽅創⽣2.0 を推進する。 
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                             （参考） 

 

○ ⼟地改良区は、施設の管理団体としての域にとどまら
ず、地域農業を担う存在であるが故に、体制強化が必要で
あるという趣旨を記載していただきたい。 

 

 

P31L11〜 

第4 政策課題を達成するための⽬標と具体の施策 

2 ⽬指す成果と達成に向けて講ずべき施策 

（４）政策課題４：農村の価値や魅⼒の創出 

政策⽬標５ 農村における所得の向上と雇⽤機会の創出、農村に⼈が住み続けられる⽣活環境の確保、多様な⼈材が関
わる機会の創出  

 （略） 

 加えて、⼟地改良事業により整備されてきた農地・農業⽔利施設は、⼟地改良区を中⼼とした地域のコミュニティ等
により維持管理されることによって、⾷料供給機能及び多⾯的機能を発揮し、農業・農村を⽀えてきた。その中⼼的な
役割を担う⼟地改良区では、組合員の減少や⾼齢化が課題となっていることから、⻑期的視点に⽴ち、運営の活性化を
図るため、⼥性・若者等の多様な⼈材の参画を促していくことが必要である。 

 

 

○ 地域の共同活動による地域資源の適切な保全管理に
おいて、学校との連携により、農村地域の政策に関連する
担い⼿の育成も検討いただきたい。 

 

 

P32L９〜 

第4 政策課題を達成するための⽬標と具体の施策 

2 ⽬指す成果と達成に向けて講ずべき施策 

（４）政策課題４：農村の価値や魅⼒の創出 

ア 政策⽬標の達成に向けて講ずべき施策  

施策８ 多様な⼈材の参画等を通じた農地・農業⽔利施設等の保全管理の体制強化、環境負荷低減の取組等の推進 

（多様な⼈材の参画を通じた体制強化等） 
多⾯的機能⽀払制度について、活動組織の更なる体制強化に向け、都道府県、市町村等による企業、学校、農業に関

⼼のある⾮農業者等と活動組織とのマッチングの推進などにより、若者等の確保を図りつつ、多様な組織及び⾮農業者
の参画を促進する。 
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                             （参考） 

 

○ 令和２年度に創設された復旧・復興⽀援技術職員派遣
制度のような仕組みの充実も盛り込んでいただきたい。 

P37L31〜 

第５ ⼤規模⾃然災害への対応 

３ ⼤規模⾃然災害への備え 

 （略） 

また、都道府県等が技術職員を確保し、平時に技術職員不⾜の市町村を⽀援するとともに、⼤規模災害時の中⻑期派
遣要員を確保するため、関係省庁が連携して、復旧・復興⽀援技術職員派遣制度の活⽤を促進する。 

 

 

○ ⼥性の理事登⽤は、⼟地改良区の運営体制の強化のた
めに必要な取組であり、第６の２にも記載していただき
たい。 

P39L26〜 

第６ 計画の円滑かつ効果的な実施に当たって必要な事項 

２ ⼟地改良区の運営体制の強化 

 （略） 

さらに、改正⼟地改良法で理事の年齢及び性別に著しい偏りが⽣じないよう配慮する旨が規定されたことも踏まえ、
地域の実情に応じつつ⼥性・若者等の理事への登⽤を推進する。 

 

 

○ 所有者不明農地だけでなく、不在村の農地所有者も重
要な課題となっている。⼟地改良事業の実施に当たっ
て、新たな⽅策を検討する時期に来ているのではない
か。 

P39L29〜 

第６ 計画の円滑かつ効果的な実施に当たって必要な事項 

２ ⼟地改良区の運営体制の強化 

 （略） 

また、所有者不明農地、不在村者所有の農地、相続に伴い相当数の所有者が存在する共有地等が増加する中で、⼟地
改良区の運営や事業の円滑な実施に⽀障を来さないよう、農業委員会及び農地中間管理機構と連携しつつ、担い⼿への
利⽤権の設定を促進するとともに、改正⼟地改良法の規定による共有地の代表制や⺠法の規定による所有者不明⼟地管
理制度等の活⽤を通じ、組合員資格の整序化を図る。 
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（参考） 

○ MAFF-SAT について、これまで以上に国⺠向けへの情
報発信、周知が必要ではないか。 

P42L13〜 

第６ 計画の円滑かつ効果的な実施に当たって必要な事項 

６ 国⺠理解の醸成 

（略） 

さらに、農業農村⼯学技術者は、災害時にはMAFF-SAT としての派遣等を通じて被災地の早期の復旧・復興に貢献
している。 

こうした⼟地改良事業と⼟地改良区の役割・必要性や、災害時における⽀援活動について、都道府県、市町村及び関
係府省と連携しつつ、学校、地域のイベント等の様々な機会で普及啓発を図るほか、学習・広報向け資料の作成及びデ
ジタル化や動画・SNS による情報発信を積極的に⾏い、幅広い世代に啓発活動を⾏うことで、国⺠理解の醸成を図る。 

○ 国⺠理解の醸成に関して、スマホ等のデジタル機器を
活⽤したコミュニケーションの構築など従来の取組か
らバージョンアップした取組を検討していただきたい。 

P42L16〜 

第６ 計画の円滑かつ効果的な実施に当たって必要な事項 

６ 国⺠理解の醸成 

（略） 

こうした⼟地改良事業と⼟地改良区の役割・必要性や、災害時における⽀援活動について、都道府県、市町村及び関
係府省と連携しつつ、学校、地域のイベント等の様々な機会で普及啓発を図るほか、学習・広報向け資料の作成及びデ
ジタル化や動画・SNS による情報発信を積極的に⾏い、幅広い世代に啓発活動を⾏うことで、国⺠理解の醸成を図る。
なお、新たな⾷料・農業・農村基本計画において、⾷育の推進、⾷⽂化の保護・継承等を推進する旨が位置付けられた
ことを踏まえ、こうした活動との連携にも積極的に取り組む。 

また、農業・農村の有する多⾯的機能を⽀える地域の共同活動について、優良な取組を⾏う活動組織への表彰等を通
じた啓発や、SDGs への貢献の観点も含めた企業、学校等に対する情報発信を推進する。 

さらに、世界農業遺産・⽇本農業遺産及び世界かんがい施設遺産と連携した農地・農業⽔利施設の歴史的・社会的・
⽂化的・技術的価値について、認知度向上のための動画やイベントによる情報発信、遺産を活⽤した地域活動への企業
等の参加や教育機会の確保、インバウンド受⼊促進等の観光振興による地域活性化の取組等を通じて理解を促進する。 
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